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ＪＩＣＡのアフリカ（サブサハラアフリカ）に対する基礎教育協力の概要 

 
１． 協力概要 
（１） これまでの協力 

1960年代   青年海外協力隊（JOCV）の派遣が開始。理数科教育分野が中心。 
1990年代   無償資金協力による小学校建設などが開始。 
1998年    アフリカで初の基礎教育分野のプロジェクトが開始。 
 

（２） 現状と実績  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （出所：グローバルイシュー2003、企画・調整部） 
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（３） 特徴 
アフリカ地域の基礎教育協力は約 33 億円/年で、アフリカ地域の教育協力の約６割を占め

ています。アフリカ地域の基礎教育協力の内容をみると、サブセクター別では初中等教育

が６～７割を占めていること、が特徴的です。ちなみに、協力の形態をみてみると、理数

科教師をはじめとした青年海外協力隊などのボランティアが 4 割を占める他、プロジェク

ト型の案件は 1～2 割となっています。 

 
 
２． アフリカへの基礎教育協力指針 
（１）基礎教育協力の意義：  

  基礎教育1は万人にとっての基本的人権であるとともに、すべての開発事業の基礎となるもの

です。また、基礎教育の普及は紛争を回避し、また貧困を軽減するためにも重要であり、人

間の安全保障を確保するためにも必須です2。 

 

（２）協力重点領域： 

  基礎教育分野においては、十分な質の初等教育をすべての子供に届けることが緊急の課題と

なっていますが、そのためには初等教育の就学率を向上させつつ、同時に初等教育の質を改

善し確保することが必要です。JICAでは、以下の３点を中心に協力を展開しています。 

① 基礎教育へのアクセス拡大(就学率の向上) 

初等教育の無償化実現へ向けた教育計画作成支援、小学校建設、 

ノンフォーマル教育の推進 

② 教育の質の向上 

   教員研修 

③ 教育マネジメントの改善 

     地方教育行政官の育成、学校運営改善 

 

（３）横断的課題/その他の課題 

  上記に加え、アフリカへの教育協力においては、特に以下の点を十分に配慮した協力を考え

ていく必要があります。 

①コミュニティ開発と連携した基礎教育開発、②女子教育の普及/改善、③HIV/エイズ、④

平和の定着へのエントリーポイントとしての基礎教育、⑤Early Childhood Development、

⑥ICT の活用(遠隔教育) 

 
 
３． 取り組み事例（主なプロジェクトの事例の紹介） 
  アフリカにおける基礎教育分野の主なプロジェクトを別紙にてご紹介します。 

                                            
1 基礎教育は、人がそれぞれの社会で十全に生きていくために必要となる教育であり、通常、就学前教育、初等教育、前

期中等教育、識字教育、ノンフォーマル教育等が含まれるが、国によりその範囲は異なる。 

2 「人間の安全保障委員会報告書」（2003） 
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 資料４ JICA の取り組み事例 
 
【JICA の取り組み事例 No.1】 

案件名：セネガル子どもの生活環境改善計画調査（2001 年 10 月～2004 年 9 月） 
＜基本情報＞ 
 
人口 962 万人   1 人当たり GDP 503US$ 
人間開発指数順位 177 ヵ国中 157 位 
初等教育純就学率 57.9%（女性 54.5%） 
成人識字率 39.3%（女性 29.7%） 
平均寿命 52.9 歳 
（UNDP「人間開発報告」, 2004、UNESCO「EFA Global 
Monitoring Report」, 2005） 

＜地図＞  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
概要 セネガルの学齢期児童の初等教育就学率は､2001 年時点で 57.9％､乳児死亡率 79／1000 人(日本 3／1000､

UNDP、2004)､５歳未満死亡率 138/1000 人（日本 5/1000 人、UNDP、2004）という状況にあり､子どもの置か
れた衛生状況は劣悪です。 

このような子どもの生活環境の悪化やストリート・チルドレンの増大、就学率の伸び悩みなどを解消す
るにあたって、セクター横断的・包括的な方法が最も有効であるという認識が強まり、2000 年に就任したワ
ッド大統領は 0～6歳児を対象とした託児機能のある施設「子どもセンター」(Cases des Tout-Petits: CTP)
の建設を全国 28,000 カ所で行うと明言し、その実現に向けて努力を開始しました。また 2000 年の世界教育
フォーラムでは、幼児ケアを含む「就学前教育の拡大
と改善」が新たな目標として追加され、現在、UNICEF、
UNESCO、世銀を中心とした援助機関は「教育」「保健」
分野といった子どもの生活環境改善に関わる援助に積
極的に乗り出しています。 

このような状況を背景に、我が国はセネガル政府の
要請に基づき、家族・子ども省（現：国家 CTP 庁）を
カウンターパート機関として、「保健・医療」「教育」
等のセクターにまたがって、カオラック州、タンバク
ンダ州の子どもの置かれた環境を総合的に調査・分析
し、これを改善するためのマスタープラン策定を目的
とした開発調査が 2001 年から 3年間行われました。 

主な活動 l 子どもの生活現況調査 
l 就学前教育 (Early Childhood Development: ECD)施設として CTP の適切性を実証することを目的とし

た４つ（両州の都市部および農村部に各１つ）の CTP（幼稚園、保育所、託児所などの幼児教育の機能
をもった施設）を建設・運営するパイロット・プロジェクトの実施、及び CTP 運営の適切な手段の考
察 

l 両州における子どもの生活環境を改善するためのマスタープランの作成 
l セネガル側のカウンターパートに対する ECD に係る計画・立案に関する技術移転 
l パイロット・プロジェクトを通じた、マスタープラン暫定案の実証調査 
l セネガル側のカウンターパートに対する CTP 建設・運営に関する技術移転 

特徴 l 本調査では、ECD 促進のために教育のみならず保健、栄養、子どもの権利等に焦点を当てた包括的なア
プローチが取られました。 

l 本調査で提案するマスタープランでは、コミュニティ参加によるボトムアップ・アプローチに重点を
おき、パイロット・プロジェクトの経験と教訓を盛り込み、CTP 建設・運営をいかに持続的なものにす
るかを中心としてその実施組織・制度の強化や活動支援策を提案しました。 

l カオラック州とタンバクンダ州における ECD 計画とともに、国家レベルの組織制度ならびに政策に関
する改善計画も含めて提案しました。 

l 現地住民、特に母親に対し、より魅力的でアクセスが容易な CTP を創ること、現金収入の機会を広げ
CTP の財務的持続性を助けること等を目的にマイクロプロジェクトを実施しました。 

l CTP 運営とそのプログラム目的について、現地住民の理解を深めること、CTP への住民参加を促進する
ことを目的にシネバス（映写機搭載車輌）を運営し、ビデオ鑑賞会、後援会、討論会などを行いまし
た。 

EFA ゴール
との関連 

■ 就学前児童の福祉・教育の改善 
□ すべての子どもの良質な無償初等義務教育の就学と修了 
□ 青年・成人のライフスキル習得と促進 
□ 成人識字率（特に女性）の改善 
■ 初等中等教育における男女格差解消と教育における男女平等の達成 
■ 教育のすべての側面における質的向上 
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【JICA の取り組み事例 No.2】 
案件名：エチオピア住民参加型基礎教育改善（ManaBU プロジェクト） 

（2003 年 11 月～2007 年 11 月） 
＜基本情報＞ 
 
人口 6,727 万人   1 人当たり GDP 90US$ 
人間開発指数順位 177 ヵ国中 170 位 
初等教育純就学率 46.2%（女性 40.8%） 
成人識字率 41.5%（女性 33.8%） 
出生時平均余命 45.5 歳 
（UNDP「人間開発報告」, 2004、UNESCO「EFA Global 
Monitoring Report」, 2005） 

＜地図＞ 
        
 
    
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
 

 
概要  エチオピアでは、1997 年より実施された教育セクター開発プログラム（Education Sector Development 

Program: ESDP I）により、初等教育の純就学率が 30％台から 40％台へと上昇しました。しかし、過密状態
の教室、教科書不足、教師不足の問題を抱え、さらに教育アクセスの地域間・男女格差も依然として是正さ
れていません。このような状況を踏まえ、2002 年よりエチオピア政府は ESDP II を策定し、初等教育のさら
なる拡充に重点を置き、カリキュラムが柔軟なノンフォーマル教育を、フォーマル教育の重要な代替手段と
位置づけ、その拡充を重点政策のひとつに掲げています。しかしながら、従来ノンフォーマル教育プログラ
ムは個々の NGO やドナーの支援により運営されてきたため、地方教育行政にはそれに係るノウハウが蓄積さ
れていません。さらに、地方分権化に伴い中央政府からワレダ（郡）教育行政への権限委譲が進んでおり、
教育計画の立案・実施にかかわる地方教育行政の能力向上が課題となっています。このような状況を改善す
るために、本プロジェクトではオロミア州の対象地域に
おいて地方教育行政と地域住民の連携による小学校の建
設、フォーマル及びノンフォーマル基礎教育プログラム
の導入、運営に係るパイロット事業を行い、それに関わ
る地方教育行政官の計画立案・実施能力の向上等を通じ
て、住民との協働による基礎教育の量的拡大、そして質
的改善を持続的に実現できるモデル作りを目指していま
す。本プロジェクトの愛称である「ManaBU プロジェクト」
の「ManaBU」とはオロモ語（オロミア州の公用語）でコ
ミュニティの学び舎を意味する Mana Barnoota Ummataa
の略語です。日本語でも「学ぶ」。語呂の良いぴったりの
名前だと思いませんか。 

主な活動 l オロミア州教育局及びワレダ（郡）教育事務所の行政官を対象に住民参加型学校建設・運営指導のた
めのワークショップの開催 

l 対象地域の各ワレダにおける住民参加型基礎教育学級（Community-Based Basic Education Center: 
CBBEC）の建設地域の選定、建設委員会の設置、建設委員会を対象とした CBBEC 建設に関するワークシ
ョップの開催、建設過程のモニタリング 

l 住民を対象とした CBBEC 運営に関する研修の実施、運営委員会の設置、運営計画の策定・実施など運
営維持のための諸活動に係る支援、運営過程のモニタリング 

l ファシリテーター（CBBEC で教える非資格教員）の選出、適切な教授活動を行うための定期的な教授能
力向上のための研修の実施 

l 教育行政官を対象とした学校建設・運営に係る住民参加促進・支援ガイドラインの作成 
l 住民及び教育行政官を対象とした学校建設、学校運営に係るガイドラインの作成 
l 郡教育事務所における教員研修計画改善作成支援 

特徴 l 僻地での教育アクセス改善に資する学校建設・運営モデルの提供 
l 住民参加によるボトムアップア・プローチと行政のマネージメント能力向上に係る行政へのアプロー

チの双方からのアプローチ 
EFA ゴール
との関連 

□ 就学前児童の福祉・教育の改善 
■ すべての子どもの良質な無償初等義務教育の就学と修了 
□ 青年・成人のライフスキル習得と促進 
□ 成人識字率（特に女性）の改善 
■ 初等中等教育における男女格差解消と教育における男女平等の達成 
■ 教育のすべての側面における質的向上 
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【JICA の取り組み事例 No.3】 
案件名：ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（2004 年 1 月～2006 年 12 月） 
＜基本情報＞ 
 
人口 1,113 万人   1 人当たり GDP 190US$ 
人間開発指数順位 177 ヵ国中 176 位 
初等教育純就学率 34.2%（女性 27.5%） 
成人識字率 17.1%（女性 9.3%） 
平均寿命 46.0 歳 
（UNDP「人間開発報告」, 2004、UNESCO「EFA Global 
Monitoring Report」, 2005） 

＜地図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 
 

 
概要 サブサハラにおける最貧国の一つであるニジェールでは初等教育の総就学率を 2000 年の 34％から 2013

年には 91％にまで向上させることを目標として、「就学機会の拡大」に取り組んでいます。低就学率には、
複数の阻害要因が複雑に絡んでいますが、その主たるものは「学校数（教室数）の絶対的不足」と「教育に
対するニーズはあるものの、学校に対する地域住民・親の不信感」の２要因と考えられています。このうち
前者に関しては、世界銀行をはじめ各国ドナーの支援によって約 20,000 教室の建設が予定されており、日
本も無償資金協力による校舎の増改築プロジェクトを実施しています。 
一方、後者に関しては、地域住民の学校運営への参加

を通じて、学校への不信感を取り除き、学校に対する認
識を変えていくため、政府は、校長、教師代表、保護者
会代表、母親会代表の計 6 名からから編成される学校運
営委員会(Generalisation des Comites de gestion des 
Etablissements Scolaires: COGES)の設置を進めていま
す。この計画の最終段階では住民や地域コミュニティー
を学校運営の中心的担い手として位置付け、計画策定か
ら運営管理、教材等の調達を責任持って行ってもらおう
と考えており、親への啓発活動に関しても COGES が中心
的な担い手となることが想定されています。しかし、多
くの学校ではまだ COGES が十分に機能していません。こ
のような状況を改善するため、COGES の運営モデルを提示
するともに、それに関わる地方教育行政官のキャパシテ
ィビルディングを目標として、現在活動が行われています。 

主な活動 l 教育に対する関心や学校運営への参画を高めるための啓発活動の実施 
l COGES 運営モデルを確立するため、校長・教員・地域住民への研修、パイロット校での学校計画立案・

実施・モニタリング支援の実施 
l COGES 支援モデルを確立するため、地方行政官への研修の実施 

特徴 l 本プロジェクトの活動は、ニジェール政府が推進する地方分権化政策と合致しており、プロジェクト
で開発した研修マニュアルをベースとして国の公式マニュアルが作成される等、政策レベルへの大き
なインパクトを生んでいます。 

l COGES を設立する段階から住民参加を重視し、民主的な選挙による COGES メンバーの選出を行っていま
す。 

l プロジェクト終了後の持続性を高めるため、低コストで実施可能なモニタリング手法の開発、情報管
理システムの確立、活動プロセスにおける現地人材の活用等、様々な工夫を行っています。 

EFA ゴール
との関連 

□ 就学前児童の福祉・教育の改善 
■ すべての子どもの良質な無償初等義務教育の就学と修了 
□ 青年・成人のライフスキル習得と促進 
□ 成人識字率（特に女性）の改善 
■ 初等中等教育における男女格差解消と教育における男女平等の達成 
■ 教育のすべての側面における質的向上 
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【JICA の取り組み事例 No.4】 
案件名：ケニア中等理数科教育強化計画（フェーズ 2） 

（2003 年 7 月～2008 年 6 月） 
＜基本情報＞ 
人口 3,107 万人   1 人当たり GDP 393US$ 
人間開発指数順位 177 ヵ国中 148 位 
初等教育純就学率 69.9%（女性 70.5%） 
成人識字率 84.3%（女性 78.5%） 
平均寿命 45.2 歳 
（UNDP「人間開発報告」, 2004、UNESCO「EFA Global 
Monitoring Report」, 2005） 

＜地図＞ 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
     
 
   

 
概要  2020 年までに産業構造を工業化することを目標としているケニアでは低迷する初・中等教育における理数

科教育の改善が緊急の課題とされています。この課題に取り組むため、日本政府はケニア政府の要請を受け、
中等理数科現職教員研修を通じた理数科教育の改善を目標とする「中等理数科教育強化計画（SMASSE）」を 9
ディストリクトを対象に 1998 年から 5 年間実施しました。SMASSE では、中等理数科目における教師中心で
はなく生徒中心の教授法・学習法として実験・実習の実施及び教師の創意工夫の促進を目指す
ASEI(Activity, Student, Experiment, Improvisation) と呼ばれる授業改造アプローチを導入しています。
また、教員の授業内容や生徒の到達度のモニタリングを通し、ASEI アプローチに基づく授業の計画を改善し
ていく PDSI（Plan, Do, See, Improve）というサイクルの定着化を推進してきました。5年間の活動の結果、
現職教員研修システムが中央及び地方で構築され、非対象地域と比較した場合、教員研修による授業改善
（ASEI/PDSI）と教員の質の向上に対するインパクトが認められま
した。この成果はケニア全国に広まり、本研修の全理数科教員へ
の実施を望む声があがり、2003 年よりフェーズ２が始まりました。
また、ASEI/PDSI 活動は、理数科教育の低迷という同様の問題を抱
えるアフリカ諸国へも普及されるべきであるという要望が高く、
2001 年に SMASSE プロジェクトを事務局として域内連携ネットワ
ーク「SMASSE－WECSA」が設立されました。このようなフェーズ 1
での成果を踏まえ、SMASSE フェーズ 2 では、ASEI/PDSI アプロー
チに基づく①研修事業のケニア全国での実施と②理数科授業改造
運動のアフリカ周辺諸国への波及を 2 本柱とし活動を行っていま
す。 

主な活動 （ケニア国内） 
l 現職教員を対象にした中央・地方研修の実施 
l 理数科科目の現職教員研修に関するカリキュラム開発、教材開発、地方研修指導員の養成、研修のモ

ニタリング・評価を実施 
l 教育行政、学校運営に携わる行政官、学校運営者に対する研修を実施 
（域内連携） 
l SMASSE－WECSA メンバー国の研修指導者を対象とする研修のためのカリキュラム及び教材開発、研修及

びモニタリング・評価の実施 
l ニュースレター等の情報発信、合同ワークショップ・国際会議等の開催 
l 理数科の教育・学習に関する ASEI/PDSI アプローチの啓蒙・啓発活動 
l ADEA 理数科ワーキンググループにおける中心的メンバーとしての調査研究等 

特徴 l ASEI/PDSI アプローチに基づく授業改造についての教員研修を通し、理数科教育強化を目指していま
す。 

l ケニア国内だけでなく、アフリカ域内に広がり、SMASSE－WECSA ネットワークには現在 23 カ国が参加、
第三国研修、域内ワークショップ等を開催しています。 

l カウンターパートの増員、予算配分の増加、施設提供等ケニア側の強いオーナーシップが示され、ま
たプロジェクト運営におけるケニア側の自主性が育ってきており、自立発展性の点でも優れています。 

l ADEA・NEPD・WSSA などの枠組みでアフリカ域内協力を開始しています。また、アフリカのみならずフ
ィリピン大学などアジアの機関とも連携しています。 

EFA ゴール
との関連 

□ 就学前児童の福祉・教育の改善 
□ すべての子どもの良質な無償初等義務教育の就学と修了 
□ 青年・成人のライフスキル習得と促進 
□ 成人識字率（特に女性）の改善 
□ 初等中等教育における男女格差解消と教育における男女平等の達成 
■ 教育のすべての側面における質的向上 
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